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組織間関係戦略と企業業績

一一大阪船場繊維卸売企業の組織間関係分析一一

赤岡 功

I はじめに

激変する環境の中で企業は，在続し成長するために，環境へ適応するばかり

でなく，環境へ積極的に働きかけている。企業と環境のこのようなかかわりあ

いのうち，主として，環境と企業組織の適合の問題を扱ったのがコンティンジ

ェンシー・セオリーであったヘこれに対して，環境への適合関係の分析だけ

では不十分であるとの理解から，最近では，企業の環境への積極的働きかけを

明らかにしようと Lて，戦略論や組織間関係論に論者の関心が集まってきてい

る。

前稿において，筆者は，組織間関係、論を経営学的に展開するには，様々な対

象に関する種々のアプローチ，モデノレ，視点の多様な組合せの研究の混在する

状況を脱して，資源交換とパワー関係を統合するアプローチにより，焦点組織

を中心とする組織集合の形成，特質，運蛍，変化，およびζ れらとパアォーマ

ンメり関係を分析することが必要であることを明らかにしたヘ

しかし，上に要約したのは，経蛍学的に組織間関係論を展開するための，対

象と方法の一般的な枠組である。組織間関係論を，この方向で展開していくに

は，諸概念，およびそれらの聞の関係に関する仮説について，従来のものを整

1) "ンアィンシェンンー 七j-リ の意義，限界については，止を審照きれたい.降旗武彦揖
岡功編『企業組織と環境適合』同文館>1978年，赤岡功「ヨンティ γシエゾシー セオリーと組
織関関悟論の環境理解J W，経済論叢』第122巻第3.4.号， 197&年9.10月.

2) 赤岡劫「組織間関係論の対皐と方法J W祖織U科学.!lVoL 15， No. 4， 1981年冬季号。なお，こ
の稿にも述べているが，組織集合そデノレ以外の他のモデル，また，担織問ツステム自体をみよう
とする視点も，分析対象じかかわって有効であり，重要であることに注意されたい。
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理するだけでなしそれらの修正，改善，および開発が必要となる。

ところで，上のような課題を遂行するには，現実の組J織間関係の分析が有効

であろう。そこで，本稿は，大阪船場繊維卸売企業の組織間関係り分析によっ

て，組織間関係論の経蛍学的な展開をはかる第一歩としようとするものである。

ただL， ここで分析しようとするのは，企業がどのような組織集合を形成して

いる場合に企業業績が高くな〉ているかなど，若干の組織間関係戦略と企業業

績の関係の分析を中心とするものであって，組織間関係論と Lては，そのど〈

一部分にあたるものである。

II 船場繊維卸売企業の組織集合の概略

。企業集合モデノレ

企業が，他の諸企業とどのような関係を結ぶことを選択しているか，それと

企業業績との関係をみようとする場合には，焦点企業をとりあげ，他の諸企業

の焦点企業にとっての役割について注目することが有効であろう o それゆえ，

基本的には，エパン (W.Evan)による組織集合のモデルが使われることにな

る。

ェパンの組織集合モデノレ"は， 次図のように焦点組織とインプット組織， ア

ウトプット組織とからなり，

アウトプット組織からの他

の二者へのフィードパッグ

のノレープを考えたものであ

り，また， このような組織

間関係に対処する人宇，部

第1図組J織集合

3) W. Evan，“The Organ国 tionSet: Tov.rard a Theory of Inter町 ganizationalRelations，" 
in J. D. Thompson (ed.) Aρ宵vaches臼 Organiza師 nalD.問伊'1， pp. 173-191，土屋融関
金子邦男・古JlliE志訳『組織の革新.!l1969年。なお，我国で，これを検討したものEして次が

ある。山宣憧嗣「組職間関係論¢分析枠組J r組織科学j 1977年，野本千秋「組機的合理性と組
織=環境の相互作用J r組織科学』第12巻第1号. 1978年同



基本的にはこのモデルが適

第 129巻第1・2号

門として対境担当者，対境部門をとりあげているものである。

繊維卸売企業の組織間関係の分析。においても，

用できるが(企業聞の関係であるので企業集合という用語を使用する ιともな

すなわち，第2図に示したように，繊維卸

(18 ) 18 

若干の修正も必要である。きる).

これらのうち，商社およびア多様であるが，売企業が相互作用する諸企業は，

繊維卸商の企業集合そデノレ
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なお，註5を参照されたい.

め とこの分析は，地代憲弘，村杉健，津田盛之，南)JI忠掴. E野和則，豊田俊一の各氏とともに

西川雅博，岡田好夫の各氏の協力をえて. 19刷年8且から1981年 3月にかけて実施した調査にも

とづい口、る。乙の調査における筆者の分担は組織間関時分析であった。アンケー l調査票の配

布，回収は繊維協同組合の事務局を通して行なった。団地協同組合への参加[209社中107社から回
答を得たが，それらのうち，組織間関係に関宇る質問に凶答したのは67:社であったg また，いく

つかの企業についてはヒアリ γグも行なった。協力いただいた企業，団地事務局の方々に改めて
感謝の気持を記しておきたい.大限府商工部『大阪船場織維卸商団地協同組合産地診断勧告書』

1981年 3月.
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ウトプット企業として示したデパート，スーバー，二次卸，アパレノレ・メ カ

ー，専門庖その他の小売庖を除く他の企業は，エパンの組織集合モデノレでは，

インプット組織に分類されるものである。しかし，実際に組織間関係を分析す

るには，インプット組織を細分化する必要がある。

船場繊維卸売企業に，①素材メーカーや産元商社は素材を提供し，②外注企

業平縫製メーカーは，その加工を分担「る。③ファッション企画専門企業は，

ファッンョン企画の情報を提供する。④総合商社は素材提供，製品の購入等イ

ンプットとアウトプットの両面の機能を果すことが多い。さらに，①同業者と

は情報の交換や共同行動をとることもあるL-.⑥その他の諸企業〉の関係もあ

る。これらは，それぞれ別の役割を果しているとみられるので， ここでは区別

してとりあffることにした。

また，ヴァン・デ・ゲェンによると組織集合モデルは，企業開の直接的な結

びつきのみを扱うとしているが，産元商社や素材メーカーからは直接には縫製

メーカーに素材が流れ，それが抑工されて，焦点企業へ提供される場合もある。

この場合は焦点企業との間接的な結合を含んでいることになる。また，調査遂

行上の制約によって，アウトプット企業からのフィードパッグは扱っていなし、。

ところで，分析対象の繊維卸売企業は，アパレノレ産業に属するが， この産業

はファッショ Y とのかかわりが犬きく，不安定性の大きい環境におかれている

ものと考えられる。それゆえ，ここでの焦点企業たる船場繊維卸商団地に参加

Lている諸企業は，環境の不確実性に対処することが必要となっている。その

ための戦略の 1つには，できるだけファッション性を低い商品に特fじするとい

うよともある。調査対象企業のいくつかは，このような戦略をとっていると考

えられた。環境の不確実性に対処するものとしてもう 1つの戦略は，事業とか

かわる様々の企業と密接な関係を結ぶことであろう Q これらは組織間関係戦略

ということができょうへ

5) アパレノレ・メーカーについては，焦点企業の営業形態のあ b方によっては，アウトプット企業
というより，プロセシソグの分担，分業とみるべき場合があわうる。調査への回客企業のうちノ



20 (20) 第129巻第1~ 2号

そこで，船場繊維卸商団地に参加している企業は，他の企業とどのような関

係にあるか，その概況について，まずみてお〈ことにLょう。アンケート調査

票は全部で 107通回収したが，組織間関係について回答したのは67社であった。

これら67社の他企業との関係を示しているωが第1表である。

表によると，船場団地参加企業のうちの上記67社中30社 (44.8%) が，素材

メーカー(関係業界の番号りから，他業種(同番号14)までの14の業界のい

ずれか，あるいはいくつかに資本出資をしているu 他業界への出資は，との30

社について 1社あたり，約1.5業界，のべ47業界(合計欄のうちの件数の欄〕で

ある。これに対して，他業種から資本参加をうけている企業は14社で，のべ17

業界〔平均1.2)から資本参加をうけている。

役員を他の業界へ派遣している企業は16社(回答67社中の23.9%)，金融面の

援助をしているのはお社(同37.3%)， 企画面の指導をしているのが10社〔同

14.9%)，営業面の指導をしているのは21社(同31.3%)である。これに対して，

他業界から役員を受け入れているのは， 9社(同13目4%入金融面の援助をうけ

ているのが 3社〔同4.5%)，他業界からの指導はJ 企画面では 7社(同10.4%)，

営業面では 5社(同7.5%)である。この，結果からみると，全体として船場団

地参加企業は，他業界に対して指導的立場にあるものが，受身の立場にあるも

のよりも多いと考えられる。

また，いずれかの業界もしくは複数以上の業界と連絡会議をもっているとし

た企業は34社 (67社中の50.7%) であり，のべにして卸業界 (34社の 1社あた

り2.7業界〉と連絡会議をじている。連絡会議は，素材を供給するインプット企

業，加工を担当するプロセシング企業，販売先であるアウトプット企業とり間，

、、在H萌間関部に回答t寄せた67誌についてみると，アバレル・メーカーと結びつきのあヲた企業
は5社あるが，それらのうちの4社では，アパνノレ メーカ はそれらの企業にとってアウトプ
ット企業とみるべきものであった。残りの 1社の場合は，回答韮語塾自体がアパレル ノ カ で
あるため，この韮当さの関慌の有するアパレル・メーカ は，同業者でもあり，またプロセシング
の分担企業でもあるとみるべきtあった.そこで，この場合このいずれかと考えたが，この企業
は，プロセシング企業，アウトプット企業，および同業者について他に関係している企業がある
ため，企業集合について.業界数でみても，企業カラゴり 数でもみても，結果としては変わら
ない.
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第 1表 OTC参加企業の企業間関係自内容

イシプ プロセ

専「情報1 yト ン企分ン担業グ アウトプシト企業 その他 合計

企業

素足l'タ卜櫨 フ
デスー専小ノア可 商同華種 全 件J 

ネオ 製 γ y 

パ l次レメフじ
メ

ヨ |叶史 Jレ 業 社

i商
苗以A手 l ノマ露IlI'rI1カ

社 者 十

カ

1 Il土 トi ヵ ト l広凶広 l

1 I 2 314 5 6 I 7 I 8 I 9 110111 1211311411"0故

資 nネ土カず出資している ，12 1 1 6 12 5 14 3 412 5 1 3 30 47 

オ丈 資本参加を受けて いる bl411 Z 911 ]4 ]'( 

派遣し ている c 2 8 412 ヌ 413 16 " 役只を
まけ入れている人 dl2 1 2 5 1 1 9 111 

事 官理司法 II民地、している e 2 I 3 1 
15  3 ~ x ァζルζ 

支け入札ている f 1 2 1 

流
般臼巳 ~I~ 1世して い る g 112 2 3 1 1 1 3 11 13 

;l!iHを 受け入れている hl2 2 1 2 

金融1m 
CI) ts. ]!)Jをしている i I 1 5 114 3 2 4 1 4 25 33 

の j孟助を交け ている 】 2 2 314 

企 の fti専をしている k 1 2 41 4 11 1 111 1 110 15 

画 共同で開発している 1 18 4 1 2 3 3 1 6 1 1 1 116 1 118 36 

iliJ CI) m i，平をえ‘け亡しミる 日1I 1 I 1 3 1 1 1 3 7 110 

j山、下 の指導をして¥'る n 1 8 1 1 8 213 2 

青
|次10

3監 代理 J占契約をしている 。111 1 2 1 

面
の指導を呈けてぐいあるる p 5.1 I S 

|31「υ 9 3 1 t是 7'アンドにて)l"~ q I q 211 2 I 3 4 1 2 2 1 1 

5 1 J 刊十百J 持F

同日|そ点比一世字tチのFヰヤ につ い てある
， 1 6 1 ユ 1 

1-+1 間
ネJレについてある;，f s l 1 211 2 1 

カ£ f也ある 1 1 1 1 i 2 11 ! 6 

連*%会議を L ，いる u 112 3 110 14 5 1 6 818 412 5 I 9 6 1 1 ! 34 93 

地結ー血縁等の人間関係がある vll 11 21 3 1 1 21111 5 113 

取容d内l粂イ当の牛部勢出刀

先 )jil .=t導的 である w I 5 11 4 1 17 22 

先1J'当社が'1三々である x 116 914 12 4 1 7 819 7 1 6 6 119 6 41 113 

当社が主導的である y I 5 4 117 ユ6 3 1 2 317 516 1 1 3' 5 1 2 40 79 
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および，商社との闘でかなり広くもたれている。

さらに，取引内容や条件について， 自らが主導的に決めるとしたのは， 40社

で，のべ79業界に対して(1社あたり1.9業界〕である。 ζの的社は回答企業67

社の59.7%にのぼる。乙れに対して，先方が主導的であるとしたのは17社，の

べ22業界(1社あたり1.3業界〉であり，この17社は67社中の25.496である。回

答企業は，かなり有力な地位にあると考えられる。

111 組織間関係と企業業績の変数

前節でみたように，船場繊維団地参加企業の環境への働きかけと Lて， ファ

y ション化戦略と組織間関係戦略がさしあたり重要であるの。 これ以外にも，

情報活動のあり方とか，売れ残り商品の回収，販売方法などの販売戦略も不確

実性への対処として興味深いが，これらの点は次補にゆずることにする。

<企業集合の広さ> さて，業界の一般的特性として不確実性が高い繊維卸売

企業は，不確実性を吸収するために，関連諸企業と単なる取引以上の密接な関

係を取り結ぼうとするであろう。そこで，焦点企業は第 1表であげた諾業界の

どれだけの範囲と取引以上の密接な関係で結びついているかが問題となろう。

その範囲を「企業集合の広さ」とよぶことにしよう。

企業集合の広さは，焦点組織である船場団地参加企業と結びついている第1

表の 1"-'14までの莱界数でみる場合と 1と2をまとめてインプット企業， 3 

と4をまとめてプロセずング分担企業とし，以下，専門情報企業，アウトプッ

ト企業および，その他の 3業界はそれぞれ別々の役割をもつから商社，同業者，

他業種を眉IJ々 の企業カテゴリ と考えた上で， ζ れら 7つのうちのいくつの企

業カテゴローにまたがっているかでみる場合とが考えられ与。

③焦点企業の企業集合がより多くの業界にまたがっているほど，あるいは，

⑥土り年〈の企業カテゴリーに広がっているほど，広いと考えた。結果として

6) 77ツジョ γ化戦略と組織間関係の聞のコンテインクェントな関係については，次稿において
述べる予定でめる.



組織間関係戦時と企実業績 (23) 23 

は，企業業績に関係があったのは⑥の方であったし，⑥の方は，企業集合にお

ける役割に注目しているもので，エパンの組織集合目考え方により忠実である

こと，同じく 2業界と結びっくとし℃も，同一役割の 2つの業界と結びっくよ

りも，役割の異なる 2つの企業カテゴリーのそれぞれ 1業界と結びつ〈方が，

環境安定化への効果は大きいと考えられることから，結局⑥をとることになる。

く企業集合の関係の深さ> 企業集合における焦点企業色各企業カテゴリーの

企業との関係としては，資木結合，人事烹流，金融面，企画面の指導，営業面

の指導，提携関係の有無，連絡会議の有無の計7つの種類を考え.その具体的

内容は，第 1裏の aから U までの欄に示されるものをとっている。各焦点、企業

と企業カテゴリーの各企業との関係が aから U までのより多〈の面で行なわ

れているほど結合は深いとみることができる。

例えば，ある焦点企業は，企業集合の範囲は広いが，各企業カテゴリー内の

企業との結合は， 単に出資関係のみであり I浅いj という場合もある L，ま

た，他の焦点企業は，企業集合の範囲は狭いが，そのなかの企業カテゴリ 内

の業界とは，資本中人的な結合にとどまらず，企画，営業の協力関係も，提携

もあり，連絡会議も行なわれていて，経営の実質的内容にいたるまで密接な関

係を有している場合もある。この場合は，関係は非常に深いといえる。

<焦点企業の指導性> 企業集合内において焦点企業の立場が，指導的なもの

か，それとも従属的なものかによっても，企業業績は異なる可能性がある。ま

た，ここでは，様々の制約によって測定しえていないが，各企業の従業員の満

足ともかかわりがあるものと考えられる。そこで，ここでは，焦点企業が各業

界の企業を能動的に組織しているのか，それとも他の企業から組織化きれてい

るのかをみる。 般的には，前節でみたように，船場団地参加企業のなかには

他企業を組織化Lているが，他の企業によって専ら支配されているとみられる

ものもある。また，一方では，他企業から組織化されているが，他方で他企業

を組織化している企業もある。

例えば，ある企業(後出の第 4図A企業をみよ〉は，一方で，商社，素材メ
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ーカーから組織化きれているが，他方で，アパレル・メーカー，縫製メーカー，

外注企業などの組織化において積極的な立場にある。

く取引上のパワー〉 とこでは，単に取引関係のみで関係を有する企業は企業

集合とし亡含めていないが，そのような企業を含めて，取引内容，条件の設定

にあたってのノ号ワ一関係は，焦点、企業の業績に関係があるものと思われる。そ

こで，このようなパワー関係を，取引上のパワーとして取りあげた。ここでは，

各焦点企業のもつ全体としてのパワーという意味で，より多〈の業界に対して

取引内容，条件についての設定能力をもっているほど，そして，相手企業が取

引内容・条件を設定する能カをもっている業界が少ないほど，焦点企業のパワ

ーは強いと考えた。

く企画部門の地位> 以上の 4変数は，企業間関係に関する変数であるが，焦

点企業内には，企業間関係を専門に取り扱う人や部門がおかれていることがあ

る。組織間関係論においては，こうした人や部門を対境担当者，対境担当部門

と呼んでいる。対境部門，対境担当者の組織内における地位や能力は，企業の

境境に対する働きかけの有効性に影響する処が大きいであろう。

ここで我々が問題としている繊維卸売企業においては，とくに，商品企画部

門が，対境部門として重要であると考えられる。販売部門ももとより重要であ

るが，卸売企業は企業自体が腹売組織であるので， ここではとくに取り上げな

かった。また，商品企画部門の能力は，そり部門内の人員の経験年数では計測

できなかったため，今回は取り上げるのを断念した。

そこで， ここでは，企画部門の地位についてのみ考察した。この場合，商品

企画部門も商品企画専門担当者もおかれていない場合が，商品企画部門の地位

は最も低<，商品企画を専門に担当する部門があ勺て，かっその長が社長正か

役員といったトッフa経営者である場伶に，その地位が最も高いものと考えた。

以上のほか，ファッション陛，企業規模，および，焦点企業の業績として利

益率，総合的業績をとりあげた。

<ファッション性> ファッション性は，繊維製品にとってと〈に重要である



組織間関部戦時と企業業績 (25) 25 

場合が多い。ところで， この変数は， コンテキスト変数とも考えることができ

る。たとえば，婦人服卸売商はタオル業界と比べると相対的に，よりファッ v

aナブルであり，したがって不確実性の高い課業環境に直面しているとみられ

る。しかし1 タオル製品の最近のファッション怯の高まりには驚くべきものが

ある。また，婦人服とはいコても企業としてはかなりファッション性の低いも

のに特化する与とも可能である。したがって，ファッション惟は，卸売企業に

とって重要な戦略変数でもある。本稿では，さしあたり，コンテキスト変数と

しておき，次稿において，これを戦略変数として考察していくことにする。

ところで，ファッション性についての考え方としては，ここでは，普級品は

高級品よりファッジョン性は低いとし，また，商品企画の必要性が低いほどフ

アッ γ ョン性は低いと考えた。したがって，商品企画が必要で，オリジナル商

品を中心にして，高級品を扱っているほどファッション性は高いと考えた。逆

に，商品企画なしに，普級品を扱っている場合には，プァッション性は低いと

考えた。

<企業規模> コンテキスト変数として，企業規模をく従業員数>とく売上

高>の 2つでとった。コンティ y ジェン γ ー・セオリーの 1つの学派，アスト

γ ・スクールにおいては，周知の如く，企莱規模は組織構造に密接な関係があ

ることが示されているり。これは組織同変数に対し亡はどうか。ただし， 上述

の変数の説明から明らかなように，ここでとりあげている組織間変数は，アス

トン・ λ クーノレ，あるいはコンティンジェン、ン ・セオリーにおいてとりあげ

られた変数と必ずしも一致していなL、。

<企業業績> 焦点、企業の業績としては，メイ γ なものとして，ぐ総資本利益

率>を考えた。ァ γ ケートへの回答企業のうち，従業員700人以上の企業は，

107社中の12社にすぎない。このような中規模ないし小規模企業においては，

経営者の指向は利益率に向うことが多いと考えた。アンケート調査票回収後の

インタピュー調査においてもかなりの企業経営者は，その発言から成長性，生

7) 降旗ー赤岡編，前掲書を審問されたい.
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産性よりも，企業の利益率を指向しているように判断できる。

しかしながら，企業業績をみる場合に，利益率のみでは，やはり不十分であ

ろう。そこで，利益率，成長性，生産性のバランスを考えたく総合的業績>に

ついても，別に検討してみることにした。

IV 船場繊維卸売企業の組織間関係分析

以上の11の変数のうち，総合的業績を除いた10の変数のすべてに有効な回答

を寄せた企業は，アンケート回答企業 107中の42社であっ士。残りの企業は，

組織間関係に関して全〈岡答していないか，あるいは，上の10:8'昔tを導出する

のに必要な質問の少な〈ともいずれかに回答していないものである。そこで，

この42社について分析を行なうことになる。

この42社の業種の分布，従業員，およ

ひ、売上高でみた企業規模は.第2，3. 4表

のとおりである。これを，第5表に示し

た全国の繊維卸売企業の規模と比較して

みると，従業員数でみて，全国では，全

体の82.6%を占める19人以下の企業は，

分析対象企業42社中には4.8%しか含ま

れていなL、。逆にJ 全国では， 1.9%しか

ない 100人以上の企業は，この42社中に

第8表従業員規模

従業員数 l会社数 1割合

19人以下 2 4.8 

20，...... 49 19 45.2 

5日~ 99 12 28.6 

10口 ~199 s 
200人以上 6 14.3 

合 計 42社 lI加 0% I 

第2表業種分布

一五 1司会社数|割合

素 材 15 35.7 

寝具・寝 装 6 14.3 

紳士作業服 3 7.1 

婦人子供服 3 7.1 

軽 衣 料 2 4.8 

タ オ ル 10 23.9 

そ 白 他 3 7.1 

合 計 42社 I 1凹 0%

第4衰売上高規模

売上高仲間II会社数 割 合

10億円未満 3 

10.......... 25 1/ 13 31.0 

25......， 50 1/ 14 33.3 

50..........100 /J 5 

100億円以上 7 16.7 

合計よ 42社 1100.0%l
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第 5表全国の繊維卸商(法人〕り従業員規模

(54年 6月)

会社数 害1 合

1 ~ 2人 2，245 

3 ~ 4 5，118 
23028 5 826% 

5 ~ 9 7，996 

10 ~ 19 4，970 20.2 

20 ，.....， 29 1，657 ::)ロ30 ~ 49 1，309 

50 ，-.....; 99 829 3.4 

100人以上 457 1.9 

メロ当』 E十 24，581 100.0% 

通商産業大臣官房調査統計部編『昭和出年商業統計表』揮者1981年よ

り作拡大匝船場繊維団地に含まれる業種は，産業分類の 402繊維品卸売
業(衣服身の回り品除く〉のすべてと剖3衣服・身の回品鉱売業のうち
4035 <つ却売業，岨36属物卸売業(くつを除()， 4037かぱん，袋物卸売
業，のすべてと，胡39その他の衣服身の回り品卸売業の大部舟を除いた
ものである.そこで，この表は対比のため402と403を加えたものから4035，
4036. 4037をひいて作製した.船場団地は， 4039の大部分の業種を含んで
いないが，この分類に古まれるタオル業界の企業ほ船場開地には多い，そ
れゆえ， 4039は減じなかった。

は21.4%含まれている。 したがって，分析対象企業はこの業界では大手が多い

ということになる。

さて，上記42社について，本稿末尾の付録で示しているように各変数を計測

して，変数聞の相関関係を求めて， 5%の有意水準で有意なもののみを表で示

したのが，第 6表である。それを，図示したのが，第 3凶である。

企業規模は，人数でみても，売上高でみても，企業集合の広さ，指導性と相

関関係があるが，取引上のパワーとは有意な相間関係はみられなかった。関係

の深さは，焦点企業が 1業界とだけであれ，結びつき方が多面的であると深い

と考えているもりであるから，企業規模との相関はもともと予想されていない

ものであり，事実，有意な相関関係はなかった。また，企業規模と利益率とは，

有意な相関関係があった。これは，企業規模が犬舎いと，企業集合を広くでき

たり，その他，環境への対処能力が高められるということを示しているのかも
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第 6衰 相 関 関 係 表 (5%で有意なもの〕

規 模(人数)

グ (売上高) 0.81 
i¥卜¥ファッ ショ ン十 主 0.44 

企業集合の広さ(業界数) 0.39 0.41¥¥¥  

(企業カテゴリー数) 0.31 0.411 10.84¥ 

関係の深さ 卜¥
焦点企 業 の 指 導 性 0.43 0.5110.6010.41卜¥
取引上のパワ 0.3210.36¥¥¥ 

商品企画部門の地位 0.37 
日目 h 

利益率 0.44 0.511 10.381 10.47¥  
規 規 7 

集λi業〈口色E、
( 企業 係関

焦i業内入ι¥ 
取上ヨ| 

音4高画FロロA ι ロ5 U 

手『
ア
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しれないが，なお，一層の検討が必要であると考えられる。

企業規模を人数でみた場合と，売上高でみた場合とを比較して差があるのは，

商品企画部門の地位とファッ γ ョン性についてのみであった。規模を人数でと

ると商品企岡部門の地位との有意な相関係数が得られたが，売上高でとった場

合には得られなかった。これは，商業部門では，一般に大規模な企業は少なし

繊維卸売業でも，第5表でみたように， 100人以上の規模の企業は全国的にみ

て1.9%と少なぐ，調査対象企業も 20人から100人未満が73.8%という，比較

的基人数であることともかかわっているものと思われる。この上うな少人数の

場合に，商品企画部門を設けるこ E自体，戦略上の重点をおくのでなければ困

難なととであろう。商品企画部門をおけるかどうか，その地位を高めるかどう

かはかなり従業員規模に支配される面があるように思われる。

ここでとりあげた組織問変数の問では，焦点企業にとっての役割の差に注目

した企業カテゴリーによる企業集合の広さは，焦点企業の指導性，取引上のパ

ワーと有意な相関関係があった。企業集合の範囲が広い方が，企業集合の内外

をとわず，取引先企業に対して取引上の立場が強化されると考えられる。

また，表から明らかなように，企業集合の広さを，業界数でとった場合と企

業カテゴリー数でとった場合を比較すると，企業規模との相関関係に関しては

差はないが，指導性，取引上のパワーについては，企業カテゴリーでみた場合

の方が，相関係数が高くなっている。さらに，企業カテゴリーでみた場合には，

利益率とも有意な相関関係がみられるのに対し，業界数でみた場合には有意な

相関関係は得られなかった。これは，焦点企業にとっ仁は，同様の役割を果す

業界のいくつかと結びっくよりも，役割の異なる業界〈企業カテコりーが異な

る〉と結びっく方が車;味があることを示しているものと考えられる。

次に，対境部門である商品企画部門についてみると，その地位り高さと利益

率とは相関関係があった。一般に不確実性が高いと考えられる繊維卸売業にお

いては，主要な対境部門である商品企画部門の組織内での力を強める ζ とはこ

とは重要だと考えられるが，低ファッションに特化した企業の場合にはどうな
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るかについては，さらに検討が必要であろう。これは次稿の課題であるが，今

回の相関分析においては，商品企画部門の地位の高さは，焦点企業の扱い商品

のファッション性の高さ，および，企業規模と相関していることまでが明らか

となっている。

さて，すでに一部分は述べてきたが，利益率と有意な相関関係があったりは，

企業規模じ商品企画部門の地位，そして，組織間関係変数では，企業集合の

広さ，および取引上のパワーずであった。企業集合内での支配，被支配の関係と

もいえる焦点企業の指導性は，利益率との有意な相関関係は得られなかった。

そして，利益率と相関する企業集合の広さと，商品企画部門の地位は，いずわ

も企業規模色相関関係があった。企業規模は，相当重要な変数であるといえよ

つ。

なお，企業業績をみるのに，利益率のみでは不十分で，成長性，生産性をも

あわせて考える必要があると思われたので，これらのバランスをとったものと

して，村杉健氏による総合的業績をもとり入れて別に相関関係を求めてみた。

この場合，有効回答数は33社であったが，総合的業績と有意な相関関係の得ら

れたものはなかった。前述のように，まず第1に，利益率をめざして経営がな

されているのではないかと考えられる。

V 若干のケース

上のような分析結果の 部をもう少し具体的にみてみよう。また，若干のケ

ースをみることによって，今後検討すべき興味ある点のいくつかも明らかとな

るであろう。

ζ こでは，さしあたり，第4図に企業集合の広い企業を 2社，狭い企業を 4

社あげてみた。 A，B 2社は企業集合が広いが A社は，企画部門の地位が低く，

一方で商社と素材メーカーにより指導されつつ，他方でい〈つかの業界に対し

て指導的立場にあるo B社は，素材メーカー，商社との結びつきはあるが.A

社上りも依存性は低いように考えられる。また， 自ら他業界牢組織化している。
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商品企圃部門の地位も高い。業績は，総合的には，両者とも非常によいが，商

社，素材メーカーからの自律性が相対的に弱いA社では B社ほど利益率はあ

がっていない。

これらに対して cからFまでの 4社は，企業集合の狭い例であり， F社を

除雪業績は芳しくない。好業績であるとし、う点で例外である F社は，列注企業

と深い関係にあり，指導的立場にある。さらに，商品企画部門の地位も高い。

D社は，商品企画部門の地位は高いが，商社から一方的に組織化さわている。

しかし，その関係は資本の受け入hl:役員の受け入れにとどまり，経営の実質

上の調整はみられない。これに対してC社の場合は，商社から組織化されて，

資本，役員を受け入れているが，管理職も出向してきており，企画面，営業面

での指導もあって，経営の実質的内容にいたるまで調整が可能となっている。

この企業の自律性はどうか問題になるかもしれないが，業績は総合的にはよい。

しかし，利益率はあがっていない。これらに対して E社は素材メーカーから，

出資のみをうけている例で，商品企画部門の地位も低い。業績は悪い。

上のような 6社のケースは，概ね前節の相関分析の結果に沿ったもので，

それから離れたものではない。ただ，これらからとくに，焦点、企業の自律性，

焦点、企業と企業集合内他企業との依存関係が興味深いものと感じられる。前稿

でみたように，組織間関係の分析には，交換アプローチのみでは十分とはいえ

ないことが一層明らかとなるであろう。また，前節では，指導性をはかるのに，

サンフツレの制約のため，資本，役員関係の結びつきか，経営の実質的内容に及

ぶ結合か区別し亡いないが，ケースからみてもこの区別は重要であると考えら

れる。今後， I分な回答をえて分析を行なうべきであると考えている。

VI若干の検討

前節において，企業規模を別にすると，利益率と有意な相関関係があるのは，

企業集合の広き，取引上のパワー，および，商品企画部門の地位であった。こ

れらのうち，企業集合の広さは，経済学，あるいは産業組織論における概念と
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関連づけるならば，第1図におけるインプット企業，プロセ Y ングの分担・分

業企業，およびアウトプット企業との結合は，垂直的結合にあたるものであり，

商社や同業者との結びつきは，水平的結合にあたる。

しかし，ファッ Y ョン企画専門企業との結合は，上のいずれにもあたらない

であろう。この調査におい亡は取り入れていないが，行政機関との結びつきが

あれば，それは企業集合の中に含められるべきものであるが， これも，垂直的

結合でもなければ水?的結合でもない。すなわち，企業集合は，前述の上うに

焦点企業からみて一定の役割をもっ企業をもっ企業のすべてを含みうるもので

ある。そして，そうした企業集合の範囲を広くすることは，利益率の高さと関

係することが示されたのである。

そこで!独占性の問題について考えておく必要があろう。焦点企業の規模に

ついては，すでにみた(第3，4表〕が，それによると，分析対象の42社は，業

界では大手に属するが，規模は大きくないことが示されていた。しかし，ーロ

に繊維卸売業といっても，その中にも扱い商品の種類は多<，市場競争を問題

とするには，さらに細分化された業種別にみる必要がある。そこで，業種別の

売上高規模を示したのが第一表である。さらに，各業種毎に上位の企業の売上

第T表業種別売上高規模10億 (54年度〕

1

10億未満!恥お億 25~50億 50、..100億 1∞億以上|合計

素 材 9 2 2ω 2 15社

寝 具寝装 1 d 1 6 

紳士作業服 1 1 1 3 

婦人・子供服 1 2 3 

軽 衣 料 2 2 

タ オ ノレ
3 2 4 1 10 

そ の 他 2 1 3 

合 計 3 13 14 7 (.) 42 

年間申告上高50億円以上の五三里判11社白うち(防の Z社を除いた企業の売上高
素 材 216億 1000億 婦人子供服 126億1O~億

寝具寝装 194億 軽衣料 97億 73億
紳士・作業服 296億 タオル 50億
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高の具体的数示を表の下に示している。この場合の素材の 2社は，産業分類

402繊維品卸売業に大体対応するものをカパーしているので，この業界全体の

最も近い時期の年間売上高10兆7046億円と比較すると， 1000億円は0.9%にす

ぎない。第2位の企業の216億円は0.2%であるヘ他の各業種り上位企業につ

いても 1%前後以下のシェアーとなり，その限りでは独占性の問題は，ここで

の焦点企業については考えなくてよし、ように思われる。しかし， も〉と，細か

く業種を分けていくと，多少 γ ェアーが上昇するケースもある E思われる。

また，垂直的結合において，巨大な素材メーカーあるいは水平的結合として

総合商社と結びついている場合には，問題が生ずるであろ弓が， 乙の場合には，

ここでの焦点企業は，これらの巨大企業から組織化きれているわけであって，

加lの観点から問題とすべきものであろう。また，繊維卸売業は，その性質上，

製品差別化が行なわれやすい業界であると考えられるので，この点について次

にみておくことにしよう o

前節の分析でみた商品企画部門の地位が高いという ζ とは，商品の質にかか

わって，競争力を強化することを企業が意図していると考えることができる。

それは，市場において製品差別化競争となるが，製品差別化を自社ブラ γ ドの

浸透程度と自社プランドによる販売割合でみると，第8，9衰のごとくである。

第 8表から約%の企業は自社プランドがないか，あっても業界に浸透していな

い。消費者にまで浸透しているのは 6社14.3%にすぎない。さらに， 自社ブラ

γ ドがあっても，プランドによる販売が可能となっている程度は，第9表をみ

ると 4割未満の企業が71.4%を占める。

プランド売りが 6割以上である企業5社は，製品差別化が確立している企業

と考えて，乙れら 5社の利益率をみると， 10%以上が2社， 6%~lO%未満が

1社と， 3社は高利益率士達成しているが，残り 2社のうち 1社は赤字であり，

町 ただt..との業種の中でも細分化するとさらに，多〈の種類の業種に分けbれる.しかし.比
較的規模の大きい企業は，複数の種類の素材を扱っていることが多いため，さらに細分化した V

ベルで比較するのは因離であ忍巴
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もう l 社も 1~3%未満と低い。また，商品企画部門の地位は，赤字企業を除

いてー般に高かった。

第 8表プランドの浸透

|会社数|割合

当社製品としてのブランドは有していない | 3社」 7.1% 

ブヲ γ 下はあるが業界であまり一般化してい 16.7 ない

事勢品?という意味で業界取引先に I 25 
ド名知られている 61.9 

高立組，消品としてのプラ γ1イメージが業界で確 I 
費者にも浸透

6 14.3 

合 計 42 100.0% 

第 9表 自社プランド売りの害恰

l会社数|割合

当社プヲ γ ドによる販売はない

当社フe ヲソドによる販売は 2割未満 8 19.0 

11 2~4 割未満 18 42.9 

。 4~6 割未満 7 16.7 

IJ 6割以上 5 11.9 

メ同』 計 42社 I1叩 0%

それゆえ，ここでの分析対象の企莱は，独占度は問題になるほどの規模では

なし製品差別化も多くの企業は実現しえていない。ただ，一部の企業につい

ては，差別化がもたらす効果については一層の検討が必要だと考えられる。

VII むすび

最近，展開されつつある組織間関係論は，種々の視点を含んでおり，それぞ

れの立場からLぺつかの方向へ理論としてまとめることが可能であるが，本稿
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においては，前稿に依拠して経営学的にみてい〈場合，組織間関係論は，組織

間システムの形成と変化，その特質，管理とパフォーマンスの関係を対象とし

て，そのためには，交換とパワー関係を結合したアプローチによって焦点企業

を中心として分析をすすめていくのが有効であろうと考え，この立場か b船場

繊維卸商団地参加企業の組織間関係の分析を行なった。

その白的は，第 1に現実り企業関係の分析によって，企業間関係の諸変数問

およびバソォーマン月との聞の関係を具体的に示すことであり，第2に，現実

の企業間関係の分析を通して，組織間関係論の検討，その発展をはかることで

あコた。

そして，組織間関係の諸変数間およびパフォーマンス Eの間にあるいくつか

の関係が明らかにきれた。また，企業閣のパワー関係は，取引上のパワーでみ

た場合に，企業業績と関係しており，組織間関係論において，パワー関係は，

交換アプローチのように軽視するわけにはL、かないことも明らかとなった。

しかし，企業集合的の企業間関係については，結合や管理の内容にまでたち

いってのハワ一関係をうまく取りだせていない。ますこ，企業集合の関係の深さ

も重要であると思われ，ケースの分析では，単なる資本や役員による結びつき

のみよりも，経営の具体的内容にいたる調整があるかどうかは重要な次元であ

ると考えられたが， これも相関分析ではサンプノレの制約もあって考察しえてい

ない。

また，本稿で分析を試みたのは，組織間関係論のうちの一部分であって，企

業問システムの構造酌特質，管理は扱っておらず，また，パフォーマンスにつ

いても，企業業績はとりあげたが，従業員の満足，および，社会的責任にかか

わって，国民経済全体に及ぼす影響，あるいは貢献もとりありられていない。

ただ，後者については， ここでの分析対象となった企業は前節でみたように，

直接，市場を乱すほど大き〈はなく，独占の問題は，さしあたり考えなくてよ

いであろうとはいえる。これらについては，第二段階の実証研究によって分析

していきたいと考えている。
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付録 変数の尺度

1) 企業規模. (叫人数，役員を含む常庸従業員数による。第 3表の区分で少ない方から

1~5 点。 (b)売上高規模，昭和54年度年間売上高による。第4表伯区分で少ない方か

ら 1~5 点。

2) フアヅジョン性，商品企両の必要性と主力商品のグレイドにより次表のように点数

イじした。

普が主及品力，で普あ段る 両る者の中間であ 主が高力いで高あ級る品

商品企画は不必要，争なるい 2 3 4 
は必要だかやってい い

自社独創企的企画画やオリジナ 4 5 6 
ノレ商品の かかなりある

3) 企業集合。広さ， (司業界数，焦点企業と結びついている第 1表の 1から14に示され

る業界数は，回答では最少 1業界から最大 7業界であったりで，そむまま点数とした。

(同同表で企業カテゴり として区分されているインプット企業以下アウトプット企業

までの 4っとその他の12，13， 14'tr:それぞれ異なる企業カテゴリーとし，この 7つの

うちのいくつと焦点、企業が結びついているかによって点数化した (1点から 7点)。

4) 関係の深d.第 1表に示きれる aから U までの行. 1から14までのコラムにg 回答

企業がO印をつけた数を，その企業の組織化している企業カテゴリー数で割T.小数

点以下を四捨五入した (1から 8点〉。

5) 焦点企業の指導性，回答企業が第 1表(/)1から14(J)各業界について，出資，役員派

遣，各面の経営上の指導等で，指導的立場で他を組織化している業界の数をアクティ

フe得点と L 逆に他から組織化されている場合をパッシプとL.，そのいずれでもない

場合は中立とした。そ Lて，一方で他企業から組織化されていても，他方でアク 7 ィ

プであれば，そり業界士パ γ フア として利用できると考えて，アクティブ得点に重

点をおいて次の表の上うに点数イヒした。
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指導性得点

6

5

4

3

2

1

 

-
↓
↓
↓
↓
↓
↓
 

J

-

)

十

一

「

)
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アクティブ・パッシプ スコア

4

3

2

1

 

アクティプ得点

中立のみ

パッジプのみ

第 1表Y行へのO印の数をL得点 w行へのO印の数を S得点と¥.-，次のように回6) 

答企業四取引上白パワーを点数化した。

パワー得点

7

6

5

4

3

2

1

 

Lのみ， L-S=3 
L-S=2 
=1 

=0 

中立白み (xのみ〕

S>L 
S<Dみ

一→

一→

商品企画部門白地位，専門の商品企画部門の有無および，その長の地位によって次7) 

町
一

1

2

3
4
P
U
6
 

商品企画専門部門も専任者もない

専門部門はないが専門担当者ほし、る

商品企画の専門部門がある

f部門の長は課長クラス

" 部長グラス(非役員〕

| か 取締役(非役付〕

" 社長・専務など経営者層

りように点数化した。

点4

5

6

 

次のように点数化した。

1点 3，...... 6%未満

2 6.......10% か

3 10%以上

総資本利益率を区分して，

欠損

0， ...... -'1%未満

1"-'3%ル

8) 
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総合的業績。村松健氏によるも Dで，収益性，成長性，生産性の下記D組み合せに9) 

ただし.A 収益性干均以上

B // 平均以下

X:成長性平均以上

y: 1/ 干均以下

a 生産性平均以上

b 汐平均以下

より点数化したもり Eある。

X-A← a 

X-A-b 

X-B-a 

X-B-b 

Y← A-a 

Y-B-a 

Y-B-a 

Y-B-b 

8

7

6

5

4

3

2

1

 


